
１．はじめに
河川・水路・港湾の管理及び工事施工に関わる高さの

体系は，明治初期に端を発し現在に至っている。一方，
我々が所掌している陸地における高さの体系もこれとは
別に明治16年から開始され現在に至っている。
このたび基本測量により設置された水準点（基本水準

点）成果が約 30年ぶりに「2000年度平均成果」として
平成 14年 4月に改定された。この改定に伴い河川・水
路・港湾の体系と基本測量の体系とどのように関わり合
うか，両体系の基準面をとおして考察した。

２．河川管理等の背景とはじまり
２.１ 背　　景
明治元年（1868）に新政府が誕生して民政への拡張が

図られたが，諸事整わぬことが多かった。ことに河川は，
徳川末期以後ほとんど放置されていたため，その改修は
緊急の課題となっていた。河川の下流部の平野や河口に

都市，港湾をもつことの多い我が国の近代化には，枢軸
となる河川の改修と築港および既成港湾と河川との関連
の整備が必要であった。

２.２ オランダ技術者
明治初期の河川・港湾・灌漑の土木技術分野で，もっ

とも先駆的で，かつ傑出した貢献のあったのは，オラン
ダ技術者（表－１）であった。
オランダ本国の主要地方の大半が，永い期間をかけて

干拓された土地からなっていることは周知のとおりであ
るが，その血の滲むような努力の伝統を反映して，ヨー
ロッパでは河川や港湾，あるいは干拓，灌漑の土木技術
分野で，オランダ人の力量が群を抜いていることは，古
くから認められているところである。オランダ人は，鎖
国以来，日本人にとっては最も親しいヨーロッパ人でも
あった。

国土地理院時報　2002 No.99 9

河川・水路・港湾の基準面について
The Local Datum Line of River Leveling, Hydrographic

Leveling and Port Construction Leveling

測 地 部 箱岩英一
Geodetic Department Eiichi HAKOIWA

表－１　土木寮雇用オランダ人技師一覧

〔資料〕建設省淀川工事事務所：『“流れ”を変えた男たち－オランダ人土木技師団と日本の河川－』,1989



２.３ ファン・ドールンとイ・ア・リンド
明治 5年（1872）2月，内務省土木寮は，お雇い外国

人としてオランダからファン・ドールンを長工師（技師
長）として，イ・ア・リンドを二等工師として両技師を
招聘し，主に関東方面を担当させた。

２.４ デ・レーケ
明治6年（1873）デ・レーケ，エッセル，チッセンの３

工師が日本の招聘によりオランダから来日し，淀川・大
阪港をはじめとして関西方面を担当した。デ・レーケは
低水工事（平常時の河川の流路を一つにまとめて，灌漑
や舟運に川を利用する工事。なお，洪水対策の工事は高
水工事という）とともに，特に日本における近代的砂防
の構想を芽吹かせた中心的役割をはたす功績を残した。

２.５ 河川管理等の体系整備
２.５.１ 量水標の設置
我が国には従来，水位観測の科学的な方法と記録がな

かったため，工事計画を立てるのに不便を感じ，まず下
総（茨城県）の境町に明治5年量水標（水位標ともいわ
れ，河川の水位観測をするための標尺の一種）を設置し
た。これが日本最初の量水標で，ついで同年７月淀川に
も設けられた。これらの計画は，ともにドールンの指導
によるものであった。これによって，我が国の治水事業
にはじめて水理学的，量的な記録方式が導入されたので
ある。ドールンを長とするオランダ技師たちのもたらし
た高水準の学問的基礎と技術は，明治初年の河川工事，
特に低水工事に大きな貢献を果たした。
水準測量の日本人への技術移転は，この時点から開始

された。

２.５.２ 水準原標とファスト・ピュント
リンドは，明治5年に利根川河口である銚子の飯沼に

水準原標（飯沼観音境内に現存す）を設置した。これを

基準にして水準測量を行い江戸川河口の堀江にも基準を
設け，その堀江標をもって水位の高さを測定するように
なった。
更に陸地測量部が日本水準原点の標高を得るために用

いた荒川河口霊岸島量水標（写真－１）も明治 6年 6月
10日設置したものだが，これもリンドの創始したものと
いわれている。
リンドの報告書は次のように述べている。
「1872年（明治5年）の末に於ける吾が水平測量（水

準測量のこと）を以て各所の高低の基点（ファスト・ピ
ュント）を定む。而して之に江戸川にての其の位置景況
を副記すること表の如し。此の高低は皆一所にて定むる
所の基本水準面より割り出したるものにして，則ち飯沼
水位尺の零点なり…。」とあり，銚子の水準原標付近に
設置された飯沼水位尺（量水標）の零点を通る面を基本
基準面として設定し，利根川，江戸川の各地に設置され
た量水標（図－１）や測水標石（付属標石）そして各所
に設置された基点の高さを１つの基準面で表すことにし
た。なお，記録には各所に設置された基点の高さが河川
に沿って表形式で残されている。これは，現在の河川管
理用測量標石である「水準基標」に相当する役割を持た
せた基点としてすでに当時においても設置されていたこ
とを表している。

２.５.３ 基本水準面とJapan Peil
このように各水系の基点を１つの基準面で表したこの

基本水準面は，日本水位 Japan. Peil（オランダ語で水準
面の意）略して J.P.と名付けた。たとえば堀江の量水標
零点は，1.11＋Pと記されているが，飯沼の零点を通過
する水平面（基本水準面）より1尺11（0.3364ｍ）高い
ことを表わしている。
銚子～堀江間を水準測量で結んだ後は，もっぱら堀江

標を基準として堀江の量水標零点の面をY.P.（Yedogawa
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写真－１　霊岸島量水標の設置位置
（現東京都中央区新川2－32, 隅田川右岸, 1995.2.23撮影） 図－１　利根川，江戸川の各地に設置された量水標

〔資料〕利根川百年史編集委員会：『利根川百年史』，建設省関東
地方建設局



Peil）と名付け，利根川，江戸川，渡良瀬川，鬼怒川等
利根川流域の基準面に使用した。
また，霊岸島量水標零位はA.P.（Arakawa Peil）と名付
け，東京および荒川，中川，多摩川筋の基準面に使用した。

２.６ 基本水準面と低水工事
２.６.１ 明治新政府の７プロジェクト
明治新政府は国土計画に関する壮大な７プロジェクト

を提案した。それは，宮城県の野蒜港築港，新潟港改修，
越後・上野間運輸路の開削，茨城県の北浦と涸沼を結ぶ
大谷川運河の開削，那珂港の修築，阿武隈川の改修，阿
賀野川の改修，および印旛沼を東京に結ぶ水路の開削で
あった。これは，東北日本の港と河川を東京と連絡する
一大運輸網と太平洋・日本海を結ぶベルト構想したもの
であり，当時の内務大臣である大久保利通のいわゆる運
河構想であった。
これらのプロジェクトのほとんどは低水工事および港

湾工事であった。このため，内務省土木局として主要な
目的を低水工事に置き，高水工事（洪水防止）は，地方
に任せる方針であった。

２.６.２ 低水工事と最低水位
低水工事は，明治政府の殖産興業・富国強兵のスロー

ガンに基づくもので，第１に舟運のための河川航路の維
持を目的としていた。鉄道の全面的な普及が想定できな

かった当時として当然な処置であった。低水工事の第２
の目的は灌漑用水の水源の確保および排水のための施設
の整備であった。第３の目的は，産業の発達によって大
河川の下流部に急速に発達した都市化地域を低水工事の
浚渫（しゅんせつ：水底の泥や砂石をさらい上げること）
によって洪水から防ぐことであった。
このため，低水工事の基本基準面は当然その河川の最

低水位以下に設定されている。因みに明治５年飯沼での
最低水位は1.10尺と記録されており，基本基準面（飯沼
量水標零点）は最低水位のさらに33cm下に設定されて
いることが分かる。
この最低水位を念頭においた河川用の基本基準面は，

平均海面を零として高さ（標高）を扱う陸地の測量，い
わゆる基本測量および公共測量とは体系が異なる基準面
であった。

３．特殊基準面
３.１ 東京湾平均海面（T.P.）と特殊基準面との関係
３.１.１ T.P.，A.P.，Y.P.の関係
離島や地方で特別に設けられた基準面を「特殊基準

面： local datum」といって，特に河川や港湾で設けら
れている。明治期の測量で決められた関東平野を流れる
主要河川工事等で使用されてきた特殊基準面である
T.P.，A.P.，Y.P.のそれぞれの関係を整理すると，図－
２のとおりとなる。この関係数値は，現在，国土交通省
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図－２　T.P.，A.P.，Y.P.の関係



が砂防工事や河川計画に現在使用している「国土交通省
河川砂防技術基準（資料－１）」や「○○川水系河川整
備基本方針（資料－２）に記載されたものと同じ数値で
あり，百数十年間，この関係数値は変更されず利用され
てきたことが窺い知れる。

３.１.２ T.P.と河川・港湾の基準面との関係
以上の他，全国の主要な河川・港湾に使用されている

基準面とT.P.の関係をまとめたものを表―２に示す（昭
和３年調整）。これによると，河川については，淀川
の－1.0455ｍが，－1.3000ｍと変更された他は，現在と
全く同じ数値が使用されている。

３.２ 水路および港湾の基本水準面
また，海上保安庁水路部が水路測量を担当しており，

水路協会が水路測量業務の内容とその解説をまとめ「水
路測量」として編集刊行している。これによると，図－
３のとおり，日本の海図の水深や干出岩の高さは「略最
低々潮面（海面が大体それよりも低下する回数がほとん
どまれな面）」としており，これを「基本水準面」と呼
んでいる。各港の基本水準面は，毎年，海上保安庁水路

部から「（書誌第 741号　平均水面及び基本水準面一覧
表（資料－３，４）」として各港にある「基本水準標」
頂下から基本水準面までの関係を cm単位で表示し，利
用者に提供されている。これには，T.P.との関係が掲載
されている港もある。
港湾関係については港湾局が担当し，工事用基準面に
ついて技術基準を設けている。これによれば工事用基準
面として基本水準面を採用するとし，水路部から毎年改
版される「書誌第741号平均水面及び基本水準面一覧表」
によることが明記されている。さらに，工事基準面は，
「基本基準面と東京湾平均海面の関係を明らかにしてお
く必要がある」と謳っている。

４．考察と提案
４.１ 全国の特殊基準面
４.１.１ 河川測量と特殊基準面
河川についての特殊基準面のはじまりは，その河川単

独の河口から要所要所の高さと勾配そして流速を得るた
めの体系を確立することにあった。さらに，河川同士の
関係は，河川運河と内陸輸送の歴史的な構想が背景にあ
り，河川相互の水面を関連づけることが主たる目的であ
ったと推定される。
しかし，この低水工事が鉄道の発達によって，洪水防

御に重点をおく高水工事へと移って行った。このため，
指導に当たってきたファン・ドールンもオランダヘ帰国
し，それ以降，河川毎の特殊基準面が新たに設定される
ことはなかったようで，現在では特定の河川以外は，国
土交通省公共測量作業規程に準拠して，その殆どが基本
水準点に基づく標高（T.P.）により測量が行われている。
このため，特殊基準面が設定されている特定の河川は，
T.P.からの標高を求めたのち，関係数値を加え特殊基準
面に基づく高さを算出し使用している。また，Ｔ.Ｐ.と
の関係数値は，大きな地震により地殻変動を生じたとし
て変更している淀川を除き，その他の河川については明
治以来現在まで変更していない。

４.１.２ 淀川の特殊基準面
淀川の特殊基準面（O.P.）は，明治期にT.P.との関係
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表－２　T.P.と河川港湾の基準面（特殊基準面）との関係
（港湾第６巻３号，昭和３年，中川吉造より）

図－３　水路測量の高さおよび深さの基準面



を－1.0455ｍとしたが，東南海，南海震災による地殻変
動があったとして国土地理院の測量結果（昭和 28年）
に基づき－1.20ｍとした。更に国土地理院の改測（昭和
38年度暫定成果）により約 9cmの沈下が認められ関係
数値を－1.30ｍと再変更して現在に至っている。この変
更に当たって，関係機関による「O.P.委員会」を開催す
るなどし，この関係数値について検討が図られた経緯が
ある。

４.２ 成果改定による影響と対応
４.２.１ 東京湾平均海面（T.P.）と特殊基準面との関

係数値
第８回全国水準測量が完了したため全国同時網平均計

算を行い，水準点成果が約 30年ぶりに「2000年度平均
成果」として改定された。
この成果に基づいて東京湾平均海面を基準とした日本

各地の海面高が得られるが，これと 1966年に国土地理
院が土木学会誌で公表した約 30年前の海面高を図－４
に示す。この図によれば日本列島周辺の海面高は，
40cm程度の範囲で凸凹しており，日本海側が太平洋側
より総じて20～30cm程高い。しかしながら30年前と今
回との比較では，どの地域においても大きい変化はして
いない。このことから，T.P.と各地の特殊基準面との関
係数値を直ちに変更するには及ばないと思量される。こ

れは，歴史的にも明治以来変更せず実用的に問題を生じ
ていないことでも裏付けられる。
以上に基づき，成果改定と特殊基準面からの各測点ま

での高さの概念について図－５に示す。
概念図を解説すると，
１）特殊基準面は長期の河川水位あるいは海面の高さを
観測し，この観測値から基準面を設定して，これを陸
地の構造物と関係付けている。具体的には，水位の観
測等は量水標によって行い，陸地に水準点（基準水準
標，付属水準点などと呼んでいる）を設け，水準点か
ら下○○ｍと定義しているのが一般的である。図の例
（Ａ点）では2.200ｍと定義しているが，今，この水準
点のT.P.からの高さは基本水準点から取り付けてあ
り，1.200ｍである。
２）この水準点成果が今回の改定により 1.200ｍから
1.100ｍに改定された。
３）この－10cmの改定量には地殻変動や地盤沈下等原
因はいろいろ考えられるが，兎に角最新のデータで測
量した結果，T.P.からの高さが以前の成果に較べて
10cm下がったことになる。これは，特殊基準面から
の高さも10cm下がると見なせ，2.100ｍと定義を変更
することが必要となる。
４）ここでは，前述のとおりT.P.と特殊基準面との関係
は，変わらないという仮定に立って述べている。
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図－４　東京湾平均海面を基準とした日本列島各地の平均海面高



５）このため，従来から特殊基準面からの高さで表示さ
れ測量等行われている独自の水準点や杭などの高さ
は，上記と同様－10cmの変更が必要となる。この変
更をしない場合は，基本水準点との高さの取り付けし
た場合，互いに整合しない結果となり，基本水準点を
利用することができなくなるので注意が必要である。

４.２.２ 特殊基準面の再設定
図－６は，各河川の特殊基準面とT.P.との関係および

河川付近の験潮場における年平均潮位の変化を表すグラ
フである。これによると，長期間においては海面と陸地
の相対的上下関係に変化を生じていることが明らかであ
り，その量は地域によって異なっている。
また，改定した新成果（「2000年度平均成果」）と旧成

果（「昭和 44年度平均成果」）との比較も図－６に示し
ている。約 30年間における地殻変動や地盤沈下等の影
響を受けていることが分かる。
淀川水系においての特殊基準面（O.P.）のように，過

去の数回実施した水準点成果改定をうけ，T.P.との関係
数値を－ 1.30ｍと変更定義した地域もあるが，これは，
当初のような最低干潮面という物理的な意味から離れ，

仮想な面で定義したに過ぎなくなっている。
以上の状況を踏まえ，特殊基準面の設定以来，長期間

を経ていることもあり，地殻変動・地盤沈下等の影響に
より，実際のローカルな水面とは乖離している特殊基準
面もあると想定される。これらの地域については，水準
点から定義されている特殊基準面までの数値を潮位デー
タ等から再設定し，基本水準点との取り付けを行い，
T.P.との関係数値を新たに決定することも一つの方法で
あると思量される。

４.２.３ 水路測量および港湾工事測量の基本基準面
水路測量および港湾工事測量の基準面は，基本水準面

と定義している。海上保安庁水路部が毎年改版する前述
「平均水面及び基本水準面一覧表」には，基本水準面を
「基本水準標頂下」で定義している。この基本水準点成
果が今回の改定により標高が変更されるため，基本基準
面が不動と考えるならば，「基本水準標頂下」の数値は，
変更が必要であろうと思量される。
また，その他の基本水準標については，早期に基本水

準点との取り付けを行い，基本水準標と基本水準面まで
の数値変更を検討すべきと考える。
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図－５　成果改定と特殊基準面からの高さの概念図
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図－６　各河川の特殊基準面とT.P.との関係および河川付近の験潮場における年平均潮位の変化グラフ
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